
Ⅳ．下水道事業会計
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様

同 中  谷  政  人

令和４年度交野市下水道事業会計決算審査意見書の提出について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、審査に付された令和４年度

交野市下水道事業会計決算を審査した結果、次のとおり意見を提出する。

交 監 第 ４ ７ 号

令 和 ５ 年 ９ 月 １ ９ 日

（写）

交 野 市 長

山　本　　　景

交野市監査委員 小　串　弘　明
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　　なお、下水道事業会計の決算状況及び意見は次のとおりである。

  した。

Ⅳ．審査の結果及び意見

　　審査に付された決算諸表及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されてお

　り、決算計数は関係諸帳簿と照合した結果誤りのないものと認めた。

　　また、事業の運営が常に企業の経済性を発揮することに努め、本年度の経営成績及び

　財政状態は適正に表示しているものと認めた。

　　審査にあたっては、地方公営企業法第３０条及び同法施行令第２３条の規定により提

　出された決算報告書、財務諸表及びその他の附属書類が関係法令に準拠して作成され、

　かつ本事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかを検証するため、会計帳

　簿と証拠書類を照合するとともに経営内容を把握するため通常実施すべき審査手続きを

　実施するとともに、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として慎重に審査し、また例

　月現金出納検査の結果を参考とし、さらに必要に応じ関係職員から説明を聴取して実施

令和４年度交野市下水道事業会計決算審査意見書

Ⅰ．審査の対象

　　令和４年度交野市下水道事業会計決算

Ⅱ．審査の期間

　　令和５年６月１９日(月)から令和５年９月１９日(火)まで

Ⅲ．審査の概要
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１．業務の概要について
単 位 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 増 減 率 ( ％ )

総 人 口 人 77,243 77,423 -180 -0.2
全 体 計 画 人 口 人 80,280 80,280 0 0.0
現 在 排 水 区 域 内 人 口
（ 現 在 処 理 区 域 内 人 口 ） 人 74,538 74,431 107 0.1
現 在 水 洗 便 所 設 置 済 人 口 人 73,574 73,434 140 0.2
普 及 率 % 96.5 96.2 0.3 0.3
水 洗 化 率 % 98.7 98.7 0.0 -
年 間 汚 水 処 理 水 量 ㎥ 7,204,439 7,711,612 -507,173 -6.6
有 収 水 量 （ 下 水 道 ） ㎥ 6,683,633 6,861,268 -177,635 -2.6
有 収 率 % 92.8 89.0 3.8 4.3
使 用 料 ( 経 費 ) 回 収 率 % 132.0 130.1 1.9 1.5
行 政 区 域 面 積 ha 2,555 2,555 0 0.0
全 体 計 画 面 積 ha 1,383 1,383 0 0.0
現 在 排 水 区 域 内 面 積 ha 927 923 4 0.4
使 用 料 単 価 円 147.60 146.44 1.16 0.8
汚 水 処 理 原 価 円 111.86 112.59 -0.73 -0.7
職 員 １ 人 当 り 排 水 人 口 人 8,282 8,270 12 0.1
職 員 １ 人 当 り 有 収 水 量 ㎥ 1,113,939 1,143,545 -29,606 -2.6
職 員 １ 人 当 り
営 業 収 益 千円 164,701 167,497 -2,796 -1.7
職 員 １ 人 当 り
有 形 固 定 資 産 万円 152,032 150,465 1,567 1.0

　　項　　　　　　　　　　　　　　　目 

本年度末の総人口は 77,243 人で前年度に比べ 180 人減少したが、現在排水区域内人口

は 74,538 人と前年度に比べ 107 人増加した。また、現在排水区域内面積は 927ha と前年

から 4ha 増加した。有収水量については 177,635 ㎥減少したが、有収率は前年度より 3.8 

ポイント上昇している。 

本年度末の普及率は、96.5％であった。普及率とは、行政区域内人口に占める処理区域

内人口の割合のことであり、前年度から 0.3％増加している。また、本年度末の水洗化率

は、98.7％であった。水洗化率とは、現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置

して汚水を処理している人口の割合のことであり、前年度から増減はしていない。さらに、

使用料単価については、有収水量 1 ㎥当たり、147 円 60 銭であった。また、汚水処理原

価については、有収水量 1 ㎥当たり 111 円 86 銭であった。 
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２．収支の概要について

  (1) 経営収支

(単位：千円）　

下 水 道 使 用 料 986,512 1,004,746 -18,234 -1.8
そ の 他 の 営 業 収 益 1,697 238 1,459 613.0

計 988,209 1,004,984 -16,775 -1.7
営 管 渠 費 62,685 66,365 -3,680 -5.5

受 託 事 業 費 0 0 0 0.0
業 総 係 費 69,984 71,879 -1,895 -2.6

流域下水道維持管理負担金 282,035 290,014 -7,979 -2.8
費 減 価 償 却 費 677,420 660,791 16,629 2.5

資 産 減 耗 費 1,849 107,068 -105,219 -98.3
用 計 1,093,973 1,196,117 -102,144 -8.5

-105,764 -191,133 85,369 -44.7
受 取 利 息 及 び 配 当 金 0 0 0 0.0
他 会 計 補 助 金 82,567 82,110 457 0.6
長 期 前 受 金 戻 入 337,039 424,000 -86,961 -20.5
雑 収 益 232 249 -17 -6.8

計 419,838 506,359 -86,521 -17.1
支払利息及び企業債取扱諸費 64,003 76,619 -12,616 -16.5
雑 支 出 4,411 4,146 265 6.4

計 68,414 80,765 -12,351 -15.3
351,424 425,594 -74,170 -17.4

1,408,047 1,511,343 -103,296 -6.8
1,162,387 1,276,882 -114,495 -9.0

245,660 234,461 11,199 4.8
13,230 30,621 -17,391 -56.8
1,124 1,945 -821 -42.2

総 1,421,277 1,541,964 -120,687 -7.8
収 1,163,511 1,278,827 -115,316 -9.0
支 257,766 263,137 -5,371 -2.0

90.3 84.0 6.3 7.5
121.1 118.4 2.7 2.3

総 収 益
総 費 用
差 引

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）
経 常 収 支 比 率 （ ％ ）
※　消費税抜き

経
常
収
支

経 常 収 益
経 常 費 用
差 引

特 別 利 益
特 別 損 失

営

業

収

支

営
業
収
益

差 引
営

業

外

収

支

営

業

外

収

益
営
業
外
費
用

差 引

　　　　　　　　経 営 収 支 比 較 表

年度別
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 増 減 率 (%)

項　目

本年度の経営収支は、総収益 1,421,277 千円に対し、総費用は 1,163,511 千円で、

差引き 257,766 円の純利益となった。純利益は、前年度と比べ、5,371 千円減とな

っている。 

これは、下水道使用料及び長期前受金戻入が減少したことなどが考えられる。 

また、営業収支比率は営業費用の減少により、昨年度に比べ、6.3 ポイント増加

した。 
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(2) 収　　益

(単位：千円）

決 算 額
構成比率

(%)
決 算 額

構成比率
(%)

下 水 道 使 用 料 986,512 69.4 1,004,746 65.2 -18,234 -1.8

小 計 986,512 69.4 1,004,746 65.2 -18,234 -1.8

手 数 料 1,697 0.1 233 0.0 1,464 628.3

雑 収 益 0 - 5 0.0 -5 皆減

小 計 1,697 0.1 238 0.0 1,459 613.0

988,209 69.5 1,004,984 65.2 -16,775 -1.7

0 - 0 - 0 0.0

82,567 5.8 82,110 5.3 457 0.6

337,039 23.7 424,000 27.5 -86,961 -20.5

232 0.0 249 0.0 -17 -6.8

419,838 29.5 506,359 32.8 -86,521 -17.1

13,230 1.0 30,621 2.0 -17,391 -56.8

1,421,277 100.0 1,541,964 100.0 -120,687 -7.8

※　消費税抜き

営

業

収

益

下
水
道
使
用
料
そ

の

他

の

営

業

収

益

合 計
営

業

外

収

益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

収  益  比  較  表

年度別 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

特 別 利 益

下 水 道 事 業 収 益

増 減 額 増減率(%)
項　目

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

合 計
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(単位：千円）

①  営業収益 

    営業収益は 988,209 千円であった。前年度に比べ、16,775 千円減額となって

いる。 

ア．下水道使用料  

本年度の下水道使用料は 986,512 千円であった。前年度に比べ、18,234 千円

減額となっている。この減額は、人口と有収水量の減少によるものである。 

  イ．その他の営業収益 

   その他の営業収益は 1,697 千円であった。前年度に比べ、1,459 千円増額とな

っている。その内訳は、手数料となっており、その他の営業収益の増額は、開発

にともなう検査手数料が増加したことによるものである。 

②  営業外収益 

   営業外収益は 419,837 千円で、前年度に比べ 86,522 千円減額となっている。 

  ア．受取利息及び配当金 

   受取利息及び配当金は前年度に比べ、増減なしとなっている。 

イ．他会計補助金 

他会計補助金は 82,567 千円であった。前年度に比べ 457 千円増額となってい

る。これは不明水処理費と高度処理費が増加したことによるものである。  

ウ．長期前受金戻入 

長期前受金戻入は 337,038 千円であった。前年度に比べ 86,962 千円減額とな

っている。 

これは、減価償却にともない管渠分の長期前受金戻入が減少したものである。 

エ．雑収益    

雑収益は 232 千円であった。前年度に比べ 17 千円減額となっている。 

③  特別利益 

   特別利益は、13,231 千円となっている。これは、主に流域下水道維持管理負

担金の返還金によるものである。 
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(3)費　　用

(単位：千円）

決 算 額
構成比率

(%)
決 算 額

構成比率
(%)

給 料 20,614 1.8 20,174 1.6 440 2.2

手 当 等 8,302 0.7 13,604 1.1 -5,302 -39.0

賃 金 ・ 報 酬 1,321 0.1 1,287 0.1 34 2.6

退 職 給 与 金 0 0.0 0 0.0 0 -

法 定 福 利 費 6,408 0.6 7,312 0.6 -904 -12.4

計 36,645 3.2 42,377 3.3 -5,732 -13.5

64,003 5.5 76,619 6.0 -12,616 -16.5

677,420 58.3 660,791 51.7 16,629 2.5

0 0.0 0 0.0 0 -

1,963 0.2 1,991 0.2 -28 -1.4

194 0.0 311 0.0 -117 -37.6

3,795 0.3 2,005 0.1 1,790 89.3

3,660 0.3 3,976 0.3 -316 -7.9

75,930 6.5 70,531 5.5 5,399 7.7

282,035 24.3 290,014 22.7 -7,979 -2.8

16,742 1.4 130,212 10.2 -113,470 -87.1

1,162,387 100.0 1,278,827 100.0 -116,440 -9.1

※　消費税抜き

修 繕 費

原 材 料 費

委 託 料

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

そ の 他

合 計

職

員

給

与

費

支 払 利 息 等

減 価 償 却 費

動 力 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

費  用  比  較  表

年度別 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額 増減率(%)
項　目
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(単位：千円） ①  職員給与費 

   職員給与費は 36,645 千円で、前年度に比べ 5,732 千円減額となっている。 

②  支払利息等 

   支払利息等は 64,003 千円で、前年度に比べ 12,616 千円減額となっている。 

これは、利率の高い企業債を順次返済していることによる。 

③  減価償却費 

   減価償却費は 677,420 千円で、前年度に比べ 16,629 千円増額となっている。 

④  光熱水費 

   光熱水費は 1,963 千円で、前年度に比べ 28 千円減額となっている。 

⑤  通信運搬費 

通信運搬費は 194 千円で、前年度に比べ 117 千円減額となっている。 

⑥  修繕費 

修繕費は 3,795 千円で、前年度に比べ 1,790 千円増額となっている。 

⑦  原材料費 

原材料費は 3,660 千円で、前年度に比べ 316 千円減額となっている。 

⑧  委託料 

委託料は 75,930 千円で、前年度に比べ 5,399 千円増額となっている。 

⑨  流域下水道維持管理負担金 

流域下水道維持管理負担金は 282,035 千円で、前年度に比べ 7,979 千円減額と

なっている。 

⑩  その他 

その他の費用は 16,742 千円で、前年度と比べ 113,470 千円減額となって 

いる。 
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３．予算の執行状況について

　(1) 収益的収入及び支出

(収　入） (単位：千円）　

金 額 構成比率(％) 増 減 額 収入率(％)

下水道事業収益 1,472,641 1,521,152 100.0 48,511 103.3

営業収益 1,064,251 1,086,795 71.4 22,544 102.1

下水道使用料 1,063,890 1,085,098 71.3 21,208 102.0

その他の営業収益 361 1,697 0.1 1,336 470.1

　　　手数料 360 1,697 0.1 1,337 471.4

　　　雑収益 1 0 0.0 -1 -

　　営業外収益 408,389 419,804 27.6 11,415 102.8

受取利息及び配当金 1 0 - -1 -

他会計補助金 80,000 82,567 5.4 2,567 103.2

　　　長期前受金戻入 328,178 337,038 22.2 8,860 102.7

 　雑収益 210 199 0.0 -11 94.8

特別利益 1 14,553 1.0 14,552 1,455,300.0

過年度損益修正益 0 14,553 1.0 14,553 -

その他特別利益 1 0 0.0 -1 0.0

※　消費税込み

区 分 予 算 現 額
決 算 額 予 算 現 額 対 決 算 額

下水道事業収益は、予算現額 1,472,641 千円に対し、決算額は 1,521,152 千円で収入率は

103.3％となっている。 

 下水道事業費用は、予算現額 1,296,774 千円に対し、決算額は 1,248,068 千円で執行率は

96.2％となっている。 
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(支　出） (単位：千円）　

金 額 構成比率(％)

下水道事業費用 1,296,774 1,248,068 100.0 48,706 96.2

営業費用 1,150,515 1,131,835 90.7 18,680 98.4

  管渠費 85,172 67,827 5.4 17,345 79.6

  総係費 81,106 74,501 6.0 6,605 91.9

  流域下水道維持管理負担金 312,852 310,239 24.9 2,613 99.2

  減価償却費 671,385 677,419 54.3 -6,034 100.9

  資産減耗費 0 1,849 0.1 -1,849 -

営業外費用 141,759 114,997 9.2 26,762 81.1

　支払利息及び企業債取扱諸費 65,759 64,003 5.1 1,756 97.3

　消費税及び地方消費税 75,000 50,943 4.1 24,057 67.9

　雑支出 1,000 51 0.0 949 5.1

特別損失 1,500 1,236 0.1 264 82.4

　過年度損益修正損 1,500 1,236 0.1 264 82.4

  その他特別損失 0 0 0.0 0 -

予備費 3,000 0 0.0 3,000 0.0

※　消費税込み

区 分 予 算 現 額
決 算 額

不 用 額 執行率(％)
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（2）資本的収入及び支出

(収　入） (単位：千円）　

金 額 構成比率(％) 増 減 額 収入率(％)

資本的収入 388,350 348,078 100.0 -40,272 89.6

 企業債 296,800 204,200 58.7 -92,600 68.8

 他会計補助金 50,000 47,433 13.6 -2,567 94.9

 国庫補助金 41,000 63,200 18.1 22,200 154.1

 負担金等 550 33,245 9.6 32,695 6,044.5

※　消費税込み

区 分 予 算 現 額
決 算 額 予 算 現 額 対 決 算 額

資本的収入は、予算現額 388,350 千円に対し、決算額は 348,078 千円で収入率は 89.6％

となっている。 

  資本的支出は、当初予算額 843,295 千円に前年度からの繰越額 104,835 千円を加えた

予算現額 948,130 千円に対し、決算額は 806,086 千円で執行率は 85.0％となっている。 
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(支　出） (単位：千円）　

金 額 構成比率(％)

資本的支出 948,130 806,086 100.0 0 142,044 85.0

建設改良費 496,989 357,945 44.4 0 139,044 72.0

固定資産購入費 0 0 0.0 0 0 －

企業債償還金 448,141 448,141 55.6 0 0 100.0

予備費 3,000 0 0.0 0 3,000 0.0

※　消費税込み

決 算 額
繰 越 額 不用額 執行率(％)

    （前年度充当財源の54,900千円を除いた資本的収入額が資本的支出額に不足する額512,909千円は、当
年度分損益勘定留保資金342,281千円および当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額15,319千
円、減債積立金155,309千円で補填した。）

区 分 予 算 現 額
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４．財政状況について

(単位：千円）　

金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％)

13,682,891 82.0 13,541,858 82.9 141,033 1.0

2,200,180 13.2 2,291,132 14.0 -90,952 -4.0

0 0.0 0 0.0 0 -

15,883,071 95.2 15,832,990 96.9 50,081 0.3

604,871 3.6 300,482 1.8 304,389 101.3

191,620 1.2 207,919 1.3 -16,299 -7.8

1,223 0.0 450 0.0 773 171.8

0 0.0 0 0.0 0 -

-2,445 0.0 -2,531 0.0 86 -3.4

795,269 4.8 506,320 3.1 288,949 57.1

16,678,340 100.0 16,339,310 100.0 339,030 2.1

3,675,370 22.0 3,877,484 23.7 -202,114 -5.2

665,386 4.0 575,622 3.5 89,764 15.6

8,082,532 48.5 7,889,190 48.3 193,342 2.5

12,423,288 74.5 12,342,296 75.5 80,992 0.7

3,300,506 19.8 3,300,235 20.2 271 0.00 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

3,300,506 19.8 3,300,235 20.2 271 0.0

74,692 0.4 0 0.0 74,692 皆増

利 益 積 立 金 1,622 0.0 2,428 0.0 -806 -33.2

建 設 改 良 積 立 金 230,000 1.4 0 0.0 230,000 皆増
繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高 235,157 1.4 233,641 1.5 1,516 0.6
その他未処分利益剰余金
変 動 額 155,309 0.9 197,572 1.2 -42,263 -21.4

当 年 度 純 利 益 257,766 1.6 263,138 1.6 -5,372 -2.0

計 879,854 5.3 696,779 4.3 183,075 26.3

954,546 5.7 696,779 4.3 257,767 37.0

4,255,052 25.5 3,997,014 24.5 258,038 6.5

16,678,340 100.0 16,339,310 100.0 339,030 2.1

比 較 貸 借 対 照 表

年度別 ４ 年 度 ３ 年 度
増 減 額 増減率(％)

項  目
資

産

固

定

資

産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

計
流

動

資

産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

計

前 払 金

貸 倒 引 当 金

計

計
負

債

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

計

負　債　・資　本　合　計

　※消費税抜き

資

本

資
本
金

自    己    資    本    金

計
剰

余

金

減 債 積 立 金
利

益

剰

余

金

計
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(単位：千円）　

(1) 資 産 

本年度末における資産額は、16,678,340 千円で前年度末に比べ、339,030 千円増加

している。 

これは新規に取得した資産による。また、本年度末における営業未収金は 191,620

千円で、その内訳は、未収下水道使用料が 176,915 千円、その他営業未収金が 159 千

円、流域下水道維持管理負担金の返還金(令和３年度分)が 14,546 千円となっている。 

なお、未収金 191,620 千円のうち 189,930 千円とほとんどが年度末調定にかかるも

ので、令和３年度分が 560 千円となっており、令和２年度以前のものについては、283

千円の回収と平成 29 年度分の未収金 332 千円の消滅時効による不納欠損処理の結果、

1,130 千円となっている。 

(2) 負 債 

本年度末における負債額は、12,423,288 千円で前年度に比べ 80,992 千円増加して

いる。 

(3) 資 本 

本年度末における資本額は、4,255,052 千円で前年度に比べ 258,038 千円増加して

いる。これは、減債積立金及び建設改良積立金が増加したことによるものである。 
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５．経営内容について

　

項　目　　年度別　　　年度別 令和４年度 令和３年度

給 料 20,614 20,174

手 当 等 8,302 13,604

賃 金 ・ 報 酬 1,321 1,287

退 職 給 与 金 0 0

法 定 福 利 費 6,408 7,312

小 計 36,645 42,377

支 払 利 息 等 64,003 76,619

減 価 償 却 費 677,420 660,791

小 計 741,423 737,410

778,068 779,787

0 0

1,963 1,991

194 311

3,795 2,005

3,660 3,976

75,930 70,531

85,542 78,814

282,035 290,014

16,742 130,212

△ 337,039 △ 424,000

825,348 854,827

747,600 772,495

費　　用　　構　　成　　表

　　　区　分 金　　額　　（千円）

固

定

経

費

職

員

給

与

費
資

本

費

計
変

動

経

費

動 力 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

原 材 料 費

委 託 料

計

流域下水道維持管理負担金

そ の 他 の 経 費

長 期 前 受 金 戻 入

合 計

うち汚水処理費分

※　消費税抜き
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使用料単価と汚水処理原価

年　度

項　目

　

4 3

使用料単価
      使用料収益

147円60銭 146円44銭
  　　有収水量

　　　処理原価　　
総費用

111円86銭 112円59銭
有収水量

差引＝  使用料単価-処理原価 35円74銭 33円85銭

本年度の汚水処理原価は、汚水処理費 747,600 千円を有収水量で除した 111 円 86 銭

であった。 

一方、使用料単価は 147 円 60 銭となっている。 

以上の結果、本年度において、35 円 74 銭の差益が生じている。 
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６．むすび

本年度は、前年度に比べ、年間処理水量は6.6％減少し、使用料回収率は

1.9％、有収率は3.8％増加している。

経営成績については、営業損失が1億576万円生じているが、これは、営業収

益が前年度より1.7％減少したこと、また営業費用のうち主に減価償却時の増加

が要因となっている。

営業外収益及び特別損益は、一般会計からの繰入金が82,567千円含まれてい

るが、433,068千円、営業外費用及び特別損失が69,538千円であり、差し引き

当期利益は、257,766千円となっている。また、資金収支は、本年度現金預金

期末残高604,871千円であり、増加額は304,389千円、使用料単価は上昇、処理

水量は減少、汚水処理原価も減少している。

＜今後の事業運営にあたり、以下の意見を申し添えます。＞

１．財政状態では、流動比率は119.5％で前年度88.0％と比較すれば大幅に増

加している。この数字も一時的な数字にならないように今後も注意が必要で

ある。

２．営業未収金については、本年度末残高は191,627千円で、前年度末残高よ

り6.0%増加しているが、引き続き徴収率の向上に努めていただきたい。

３．公営企業として事業の合理化と効率化をさらに推進し、市民が安心安全に

暮らせるよう綿密な事業計画を図っていただきたい。
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参考資料１

項 目

下 水 道 事 業 会 計 決 算 参 考 資 料                                      

 

 

参 考 資 料 １                   財 務 分 析 表                                   

 

参 考 資 料 ２                   貸借対照表構成並びに増減比率表 
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参考資料１

項 目 単位 令和４年度 令和３年度 算　　　　　　　　　　　　　式

固定資産
（固定資産 ＋ 流動資産 ＋　繰延資産 ）

流動資産

（固定資産 ＋ 流動資産 ＋　繰延資産 ）

固定負債
負債資本合計

流動負債
負債資本合計

資本金 ＋ 剰余金 ＋ 評価差額等 ＋ 繰延収益
負債資本合計

固定資産
固定負債＋資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固定資産

資本金 ＋ 剰余金 ＋ 評価差額等 ＋ 繰延収益

流動資産
流動負債

現金預金
流動負債

営業収益 － 受託工事収益
（期首固定資産 ＋ 期末固定資産）× 1/2

営業収益 － 受託工事収益
(期首流動資産 ＋ 期末流動資産）×1/2

営業収益 － 受託工事収益
（期首未収金 ＋ 期末未収金）× 1/2

経常収益
経常費用

営業収益 － 受託工事収益
営業費用 － 受託工事費

職員給与費
使用料収益

支払利息　＋　企業債取扱諸費
建設改良の財源に充てるための企業債・長期借入金＋

　　その他企業債・長期借入金＋一時借入金

企業債償還額
使用料収益

×100

　　　　財　　　　　　　務　　　　　　分　　　　　　析　　　　　　表

固定資産構成比率 ％ 95.2 96.9 ×100

×100

流 動 資 産 構 成 比 率 ％ 4.8 3.1 ×100

固 定 負 債 構 成 比 率 ％ 22.0 23.7

×100

流 動 負 債 構 成 比 率 ％ 4.0 3.5 ×100

自己資本構成比率 ％ 74.0 72.7

×100

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

％ 99.2 100.4 ×100

固 定 比 率 ％ 128.7 133.2

流 動 比 率 ％ 119.5 88.0 ×100

現 金 預 金 比 率 ％ 90.9 52.2

×100

固 定 資 産 回 転 率 回 0.1 0.1

流 動 資 産 回 転 率 回 1.5 1.9

×100

未 収 金 回 転 率 回 4.9 5.0

経 常 収 支 比 率 ％ 121.1 118.4

×100

営 業 収 支 比 率 ％ 90.3 84.0 ×100

職 員 給 与 費 対
使 用 料 収 益 比 率

％ 3.7 4.2

利  子   負   担   率 ％ 1.6 1.8
×100

企 業 債 償 還 額 対
使 用 料 収 益 比 率

％ 45.4 47.2

下 水 道 事 業 会 計 決 算 参 考 資 料                                      

 

 

参 考 資 料 １                   財 務 分 析 表                                   

 

参 考 資 料 ２                   貸借対照表構成並びに増減比率表 
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参考資料２

※　消費税抜き

貸 借 対 照 表 構 成 並

　　　　　　　　　　　         借            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

科 目
４ 年 度 ３ 年 度 対 前 年 度

金 額 構 成 比 (%) 金 額 構 成 比 (%) 増 減 額 比 率 (%)

固

定

資

産

土 地 0 0.0 0 0.0 0 -

建 物 0 0.0 0 0.0 0 -

構 築 物 13,514,658 81.0 13,103,158 80.2 411,500 3.1

機 械 及 び 装 置 167,058 1.0 148,293 0.9 18,765 12.7

車 両 運 搬 具 774 0.0 1,312 0.0 -538 -41.0

工具器具及び備品 401 0.0 515 0.0 -114 -22.1

建 設 仮 勘 定 0 - 288,580 1.8 -288,580 皆減

施 設 利 用 権 2,200,180 13.2 2,291,132 14.0 -90,952 -4.0

計 15,883,071 95.2 15,832,990 96.9 50,081 0.3
流

動

資

産

現 金 預 金 604,871 3.6 300,482 1.8 304,389 101.3

未 収 金 191,620 1.2 207,919 1.3 -16,299 -7.8

そ の 他 流 動 資 産 1,223 0.0 450 0.0 773 171.8

貸 倒 引 当 金 -2,445 0.0 -2,531 0.0 86 -3.4

計 795,269 4.8 506,320 3.1 288,949 57.1

資 産 合 計 16,678,340 100.0 16,339,310 100.0 339,030 2.1
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　　　　　（単位：千円）

び に 増 減 比 率 表

　　　　　　　　　　　　　　　　貸                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

科 目
４ 年 度 ３ 年 度 対 前 年 度

金 額 構 成 比 (%) 金 額 構 成 比 (%) 増 減 額 比 率 (%)

固 定 負 債 3,675,370 22.0 3,877,484 23.7 -202,114 -5.2

448,141 2.7

252,411 1.5 106,671 0.7

-41,827 -9.3

未 払 金 145,740 136.6

前 受 金 0 0.0 0 0.0 0 -

引 当 金 0 0.0 0 0.0

流

動

負

債

企 業 債 406,314 2.4

0 -

そ の 他 流 動 負 債 6,661 0.1 20,810 0.1 -14,149 -68.0

計 665,386 4.0 575,622 3.5 89,764 15.6
繰

延

収

益

長 期 前 受 金 9,371,852 56.2 8,844,798 54.1 527,054 6.0

収 益 化 累 計 額 -1,289,320 -7.7 -955,608 -5.8 -333,712 34.9

計 8,082,532 48.5 7,889,190 48.3 193,342 2.5

自 己 資 本 金 3,300,506 19.8 3,300,235

減 債 積 立 金 74,692 0.4 0

20.2 271 0.0

0.0 74,692 皆増

利 益 積 立 金 1,622 0.0 2,428 0.0 -806

皆増建 設 改 良 積 立 金 230,000 1.4 0 0.0 230,000

-42,263 -21.4

繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高 235,157 1.4 233,641 1.5

計 4,255,052 25.5

1,516 0.6
その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額 155,309 0.9 197,572 1.2

16,339,310 100.0 339,030

6.5

当 年 度 純 利 益 257,766 1.6 263,138 1.6 -5,372

2.1

-33.2

資

本
負債・繰延収益・資本合計

16,678,340 100.0

-2.0

3,997,014 24.5 258,038
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交野市下水道事業会計 間接法 （単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュフロー
　当年度純利益 257,766
　減価償却費 677,419
　資産減耗費 1,849
　賞与引当金減少額 △ 693
　法定福利費引当金増加額 2
　貸倒引当金減少額 △ 86
　長期前受金戻入額 △ 337,038
　受取利息及び配当金 0
　支払利息及び企業債取扱諸費 64,003
　営業及び営業外未収金・未収収益減少額 3,912
  営業及び営業外未払金・未払費用増加額 36,966
　前払金・前払費用減少額 0
　前受金・仮受金増加額 0
　その他流動負債の減少額 △ 13,458
　その他流動資産の増加額 △ 773
小計 689,869
　受取利息及び配当金 0
　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 64,003
業務活動によるキャッシュフロー① 625,866

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 331,155
　国庫補助金による収入 63,200
　　４条特定収入消費税圧縮記帳額 △ 11,421
　府補助金による収入 0
　他会計補助金による収入 47,433
　負担金等による収入 33,245
　他会計負担金による収入 0
　寄付金による収入 0
　固定資産売却による収入 0
　投資活動に伴う未収金の減少額 12,386
　投資活動に伴う未収金の増加額 108,775
投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 77,537

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 204,200
　建設改良等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 448,141
　一時借入による収入 0
　一時借入金の返済による支出 0
　他会計からの借入による収入 0
　他会計借入金返済による支出 0
　他会計出資金による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 243,941

資金の増加額④＝①＋②＋③ 304,388
資金の期首残高 300,483
資金の期末残高 604,871

参考資料３

令和４年度　交野市下水道事業キャッシュフロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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